














































































































































































現 金　　・　　預 金 80 当座預金（シェア・ドラフト） 2，949
個 人　　ロ　　ー ン 8，952 普　通　預　金（出資金勘定） 1．285’
学 生　　ロ　　ー ン 2，628 市場金利定期預金（MMC） 5，356?
業　　ロ　　ー ン 75 定　期　預　金（出資金証書） 5，836
住 宅　　ロ　　ー ン 2，013 個人退職年金勘定（1RA） 1，344
投 資 2，835 そ　　の　　他　　預　　金 2，322
土 地　　　建 物 277 そ　　の　　他　　負　　債 686
コ　　ン ピ　ュ　ー　タ　な
? 122 貸　　倒　　引　　当　　金 53
NCUSIF　出　　資金 146 減　価　償　却　引　当　金 215
そ の　　他　　資
? 182 普通　・特別準備金 990















総 収 入 1，821






















現 金 269 加入組合普通預金 21，011




USセントラル出資金 1，946 そ の　　他　　負　　債 897
USセントラルその他債権 1，819 加入組合未払配当金 285
加入信用組合への貸付 2，748 普通および特別準備金 507
中央融資財団（CLF）株式 1，095 加入組合約定出資金 5，354










































































































































































































































































歴　年 組 合　数 組合員数
? ?
1935 3，372 641，797 0．5
1940 9，023 2，826，6ユ2 2．5
1950 10，591 4，610，278 10．1
1960 20，456 12，037，533 56．5
1970 23，688 22，776，676 179．5
1980 21，467 44，047，759 690．0
1981 20，786 45，313，237 723．0
1982 19，897 46，693，623 826．8
1983 19，095 47，507，019 983．3
1984 18，375 49，268，223 1，129．6
1985 10，581 51，721，709 1，371．7
1986 16，910 54，066，729 1，660．6
1987 16，277 56，476，329 1，847．4
1988 15，709 58，687，790 1，965．1
1989 15，121 60，332，509 2，062．6


























現 金 28（2．2％） 当座預金（シェア・ドラフト） 117（9．0％）?
付（D 822（63．2％） 普　通　預　金（出資金勘定） 508（39．1％）
投 資（2） 412（31．7％） 定期預金　（MMCを含む） 363（28．（％）
不 動 産　　・ 設　備 25（1．9％） 個人退職年金勘定（IRA） 177（13．6％）

























































現 金 151 加入組合普通預金 604，060
フェデラル・ファソズ売却 1，566，062 加入組合定期預金 1．602β61
売戻条件付き証券購入 612，113 　　　　　Fヶﾟ条件付き債券売却 381，447?
期　　　預 金 193，205 コマーシャル・ペーパー　（2） 68，821
右 価　証　券　投 資（1） 305，147 そ　　の　　他　　負　　債 49，522
中央融資財団（CLF）株式 42，398 加入組合未払配当金 20，244
国債 ・政府機関債 14，327 普通および特別準備金 12，771




合　　　　計 2，807，414 合　　　　計 2，807，414
注：（1）“commercical　obligations”と表示されているが，恐らく社債やコマーシャル・ペーパーなどへの投資
　　であろう。
　　（2）債券発行残高が僅か含まれている。
出所：UCCU［22］。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－78一
　　　　　　　　　　　　　　　　　第31巻第1号　1992月10月
Central　Credit　Union）が全米レベル作られており，その貸借対照表が第9表である。　U．　S．セントラ
ルは信用組合の財政面における全国組織であるから，全米の法人信用組合間における資金の過不足を
調整し，ある法人信用組合からは資金を預かり，別の法人信用組合には貸付を行なう。．また，信用組
合インターネットという機構を担当して，全米の信用組合間にわたるエレクトロニックな資金振替を
行なっている。法人信用組合間のこうした結び付きは，コーポレイト・ネットワークと呼ばれてい
る。
第5節　結　論
［1］　隆盛の理由
　アメリカで信用組合運動が隆盛を続けている理由を，以上で述べてきた内容を整理する形でまとめ
てみよう。
　（1）経済原則に則っていれば，アメリカでは小規模なものが必ずしも軽うんじられない。商業銀行も
貯蓄金融機関も，われわれから見ればきわめて小規模のものが数多くあり，信用組合も同じような流
儀で存在しうる。
　（2）信用組合運動の有力な基礎となるボランティア精神が，アメリカでは力強く生き続けている。組
合員ボランティアの参加によって，信用組合の経費はかなり節減できるし，組合員のニーズが汲み取
れるであろうし，組合組織全体の士気も高まるであろう。
　長期的にみればこのボランティア精神は，信用組合の歴史に組み込まれている。アメリカの信用組
合運動で傑出した二人の指導者は，ボストンの百貨店主ファイリーンと弁護士バージングレンであっ
たが，前者は純然たる篤志のスポンサーであった。しかも，運動へ参加した篤志家はファイリーンだ
けに留まらず，ほかに多数いた。
　（3）役職員など関係者は，民主的で相互扶助的な信用組合運動に，強い信念と熱意を持っている。筆
者は何人もの信用組合人と話合った経験があるが，関係者が信念と熱意を持って働いている有様は，
確かに肌で感じられた。ある米国人エコノミストは信用組合の関係者たちについて，信仰のような信
念を持ってことに当たっていると評している。
　また，筆者はCUNAのエコノミストに，法律も慣習も貯蓄金融機関に信用組合を入れたり入れな
かったりする事実について，見解を求めたことがある。彼は断固とした調子で，信用組合は協同組合
であるが，貯蓄金融機関は協同組合でないから，信用組合を貯蓄金融機関へ含めるのは誤りであると
述べた。
　（4）この業界特有のフレンドリーな暖かい魅力には，人々の気持を引き付けるものがある。関係者の
語り口や行動や刊行物における表現は，友愛，連帯，平等，暖かさ，草の根民主主義など，通常のビ
ジネスに従事している者と異なる雰囲気を感じさせる。
　（5）商業銀行が消費者ローンへ注力するようになったのは，ここ1／4世紀ぐらいの間のことである。
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消費者ローソへの需要に応えてきた信用組合の役割は大きかったし，現在もこの需要は引き続き強
い。
　⑥職場をベースとした信用組合が多く，組合と組合員の関係は人的にも場所的にも濃密である。雇
用者側は被用者側の福利厚生という点から，事務所スペースの提供，給与から預金天引きの便宜な
ど，信用組合運動へ各種の助成を与えている。
　わが国の労働金庫の実例からして，信用組合と労働組合との関係が注目されるが，これに触れた資
料は見当たらなかった。CUNAのエコノミストにこの点を尋ねたところ，彼はそうした関係を知らな
いと述べていた。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一
　⑦協同組合組織であるため，優遇税制の恩典に浴すことができる。これは信用組合にとって大きな
武器で，競合する小規模金融機関が神経を尖らせる点でもある。
　（8）職場べ一ス，ボランティア参加，優遇税制などによって，流動性の高いシェア（出資金勘定＝普
通預金）に対して，かなり高い金利を支払うことができるため，資金吸収の能力が大きい。他方で，
信用組合は提供サービスの内容を拡げて，一般金融機関と比べて遜色ないようにする措置を講じてき
た。
　（9）こうした一般金融機関的な性格の強化は，いわゆるワン・ストヅプ・バンキングとして金融サー
ビスのパッケージ化を求める，組合員のニーズにも合致するであろう。
　⑩信用組合運動の指導者たちが，適切な対応をしてきたことが挙げられよう。彼らは3段階の業界
組織を作り，業界全体として規模の経済や範囲の経済を実現するように努めた。CUNAおよび関連団
体の仕組から判る通り，全米レベルの協会と連合会はかなり充実しているように思われる。
［2］　今後の問題点
　信用組合運動や信用組合経営に，まったく問題点がない訳ではない。協同組合組織の利点は信用組
合の隆盛に繁がっているが，協同組合という性格は同時に弱点ともなり得る。アメリカで160年の歴
史を持ち，有力な金融機関である貯蓄貸付組合は，現在その名称と矛盾するが株式会社組織のものが
主力となっているし，名称を変えない場合でも協同組合の実質を欠いている。1980年代後半以降，貯
蓄貸付組合の経営危機が続いた過程で，株式会社への転換はことに盛んとなった。
　また，170年の伝統を有する相互貯蓄銀行は，近年「相互」の文字を外して株式会社へ転換するもの
が増え，貯蓄銀行という業態名が定着した。さらに，名称が「相互」を含んでいる生命保険会社ば，
実態がかなり以前から営利組織であり，近年は経営不振の会社で株式会社へ移行する例がでている。
　恐らく，所得水準の上昇，コミュニティ構造の変容，人々の考え方の変化などが，協同組合組織や
相互組織の伝統的なあり方を，長期にわたって揺るがしているのであろう。こうした傾向のなかで，
信用組合だけが例外であり続けられるであろうか。現在，アメリカの金融機関のうち，協同組合の性
格をかなり厳密に守っている唯一の存在である信用組合が，将来もその性格を失わないで済むのかど
うか，予断を許さないように思われる。信用組合の協同組合性の今後について，以下で二つの点を指
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摘しておこう。
　第1に，問題は信用組合の大規模化に関連している。第7表で見た通り，最近20年間に信用組合数
が減って組合員数と資産額が増え，組合は単位当たりの規模を大きくしてきた。規模が大きくなれば
なるほど，組合は組合員との関係が濃密でなくなり，業務を助けるボランティアの参加率が下がると
いう事実がある。さらに，組合員数は増大の一途をたどっているのに，近年はボランティアの数が逆
に緩やかな減少傾向を示している。
　アメリカの信用組合は，ドイツのライファイゼン型信用組合を手本として発足した。そのライファ
イゼンが，小規模の信用組合を適切なものと考えていた理由を知る由もないが，上で述べた事実から
して，大規模化は組合員の組合への帰属意識を希薄にさせるだろう。さらに，組合が大規模化すると
専任職員の力が，組合運営において重みを増すと考えられ，次の問題が生じる可能性がある。
　第2に，問題は専任職員の力の増大と関連している。貯蓄貸付組合と貯蓄銀行の実質的な営利組織
への変化過程，あるいは株式会社組織への転換過程において，共通して見られる現象の一つは．専任
マネジメント層による経営権の入手である。これらの例をみると，大規模化や脱協同組合性ないし脱
相互組織性が定着していく経過で，株式会社への転換に先立って専任マネジメント層が力を蓄える。
その結果，彼ら自らが株式会社への組織換えをリードした例が多い。長期的に見れば，信用組合産業
においても専任マネジメント層による，実質的な経営権の掌握の可能性がないとはいえないように思
われる。
　株式会社へ転換した規模の大きい貯蓄貸付組合と貯蓄銀行で，専任マネジメント層が株式の過半数
を所有することはできないであろう。しかし，会社が大規模であるだけに，少数者支配はありうると
いえよう。長期的に見れば，こうした動きが信用組合でも起こる可能性はないだろうか。
　信用組合から商業銀行への転換例について，それらの有無をCUNAのエコノミストたちに尋ねた
ところ，特殊な事情の下で小規模の組合に関して1件あったように思うが，記録を調べないと判らな
いほど無視されている実例であると教えてくれた。
　第3に，協同組合性とは別の問題として，信用組合の経営上のリスクについて述べよう。全米に
14，500ほどの信用組合があり，それらの多くは小規模であるから，すべての信用組合に適切なマネジ
メント層が与えられているとは，到底考えられない。それゆえ，州レベルと全米レベルに連盟（協
会）と法人信用組合（連合会）があって，個別の信用組合における経営資源の不足に対応しているの
だろう。
　信用組合の間における，高配当の競い合いには長い歴史があり，勿論これは悪いことばかりではな
いが，失敗を引き起こす場合がある。一般金融機関との競争を考えれば，この点は常に懸念される問
題である。1984年世界中を騒がせ，幸にも破産を免れたコンチネンタル・イリノイ・ナショナル銀行
（シカゴ）の経営破綻事件は，その2年前に起こったべン・スクエア銀行の破産に端を発している。
ベン・スクエアは高金利で預金を集め，原油・ガス開発事業へ盛んに貸付を行ない，この債権を転売
して現金化してはまた貸し付けるという商法を取っていた。この銀行が破産したとき，高金利に釣ら
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れた221もの信用組合が，多額の預金を同行に持っていたのである。今後，こうした危険が生じないと
いう保証はなさそうである。
　第4に，短期的な問題を二つ挙げたい。一つは，NCUSIFがFDICへ統合される可能性である。既
述のように，経営難にあったFSLICは，1989年FDICに吸収されて傘下のSAIFへ転換した。
NCUSIFはFDICに比べれば規模はかなり小さいが好調な経営を続けているので，　FSLICとは逆の
意味で資金難のFDICに統合されるかもしれないといわれている。政治的に見て，その可能性は低い
と一般に考えられているが，業界関係者はまさに戦々競々といった恐れを抱いている。
　信用組合に対する優遇税制への反対運動は，第2次世界大戦後いわば間欠的に起こっている。地域
社会を顧客基盤とする小規模銀行が，運動の中心になり業界団体を巻き込んだ争いになるが，信用組
合側は政治力を発揮してこれまで優遇税制の継続に成功してきた。しかし，信用組合による一般金融
機関化の程度は進む一方であるから，この問題はいつか深刻なものになるかもしれない。
［3］　わが国への合意
　以上で述べた，アメリカ信用組合産業の歴史，仕組，現状，隆盛の理由，問題点などから，わが国
へ与える含意を考えたい。
　（1）アメリカの信用組合では，専任マネジメント層まかせの面もあるが，これまで協同組合主義の運
営がかなり守られ，事業貸付（ビジネス・ローン）がきわめて僅かで，ボランティアの参加活動が多
い。これに対して，わが国の信用組合運営はアメリカのそれと大きく異なる。こうした事情を勘案す
ると，クレジット・ユニオンを信用組合と邦訳してよいかどうか疑問がある。
　（2）日米両国に共通する点だが，豊かな社会における協同組合の将来方向へ，どんな展望が望めるだ
ろうか。ことに，自発性や宗教ないし習俗によるボランティア精神が，ややともすれば乏しいわが国
で，しかも経済的な充足度がかなり満たされているとき，協同組合運動が今後どんな道を歩むのか，
専門家でない者にとっては判り難い事柄である。
　（3）しかし，宗教心や公共心によってではなく，余暇活動としてボランティア奉仕やグループ活動を
する人々が，増えていることは事実である。また，先進国としては異常に長い年間労働時間を短縮し
て，ゆとりある生活を構築しようとする動きが，ようやく始まったことも事実である。そうした事実
に基づいて，今後の協同組合運動が現在と違う形を作れる可能性は，考えられないことだろうか。現
に，一部の消費者生活協同組合は安価な消費物資の購入ではなく，健康面への配慮や環境への好影響
や使用上の安全性の確保などへ，購買運動の重点を移しているように思われる。
　（4）近年わが国では，消費者信用残高の伸び率が高く，今後の伸び率も低下しないと期待されてい
る。そうした事実を考慮すれば，クレジット・ユニオン型の消費者ローン中心の信用組合が，わが国
で成り立つ可能性がないとはいえないだろう。信用組合や労働金庫の新しい活動目標として，こうし
た路線は検討の対象にならないだろうか。
　（5）ただし，協同組合運動の前途を悲観的にみれば，金融機関業務の同質化傾向が世界的に進行して
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いることから，信用組合固有の活動領域は求め難いという見方もできよう。
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